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《書　評》
飯田修三著r現代企業の社会報告』
山　　上　　達　　人
　大阪市立大学教授
　本年4月，岡山大学・飯田修三教授の新著r現代企業の社会報告』（白桃書房）が刊行さ
れた。この書は，「現代経営・会計研究会」の「現代経営・会計選集」の第14巻として執筆
されたものであるが，飯田教授の著書としては第5冊目の単行文献であり，教授の長年に
わたる「社会志向的会計研究の中間決算書」に相当するものである。
　同教授とは，同学のよしみで，長年ご交誼・ご教示をいただいてきた評者にとっては，
待望の書であり，また久し振りに格調の高い著書をえて，わが国会計学の前途に大きな光
を見出すことができ，ご同慶にたえない。
　そこで，この書の紹介を中心に，飯田会計学説の足跡をふりかえり，この書の位置づけ
を行うとともに，その主張点・特徴を浮彫にし，あわせて今後の要望などについて述べて
みたい。
1　飯田教授の学問的特徴
　本書の内容に入るに先立って，まず飯田教授の学問的特徴について述べておこう。飯田
教授の学説は，私見によれば，①「付加価値会計」研究，②「会計フィロソヒー」研究，
③「文献考証」的研究の三つに要約することができる。
　まず，「付加価値会計」研究としての特徴であるが，教授の会計学はいわゆる伝統的な会
計学より一歩先んじた新しい会計思想を基礎として展開されている。もちろん，本書の随
所にみられるように，従来の損益会計を無視するのではなく，その土台に立脚しての新し
い会計ビジョンの構築であるが，絶えず，未来のあるべき会計の姿を見つめて論が展開さ
れている。これは，「生産性会計への取組みからスタートを切った」30年におよぶ長い研究
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活動を通じて一貫している学問的立場であるといえる。そして，この新しい会計思想とし
て，教授は「生産性会計→付加価値会計」思考をその基礎にすえている。すなわち，従来
の利益捕捉・開示システムの研究である会計学に対して，企業の客観的存立基盤である生
産・分配の構造の捕捉・開示に視点をおいた新しい会計思想を構築しようとするものであ
る。具体的には，企業が創出した「付加価値」を基点に，企業が社会に対して寄与した生
産的側面と，その稼得付加価値が企業利害関係者に分配されていく分配的側面の解明を行
うことが，企業実態の把握にとって最：も重要であるという視点に立っている。「付加価値
会計」は，ヨーロッパ諸国を中心に，わが国においてもかなり活発に普及している新しい
会計分野であるが，飯田教授は文字通り，わが国「付加価値会計論」の第1人者であり，
理論的指導者であるといってよい。本書においても，この会計思想→付加価値会計思考が
叙述の基底となっており，飯田会計学の原点はここにあるといってもよい。まず，教授の
第1の学問的特徴であろう。
　ついで，飯田教授の学問的特微は，「会計フィロソヒー」研究にある。というのは，教授
の思考はいつも「哲学的アプローチ」にあり，理念的・規範的・抽象レベルでの高い次元
で論が展開されているからである。もちろん，具体的・実証的な研究もかなりみられる
が，飯田学説の真髄は「哲学的アプローチ」にあるといってもよい。すなわち，研究対象
である企業や企業会計について，操作主義的・実証的に具体的解明を行うという方向では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プツなく，「考え方」を中心に論が展開されている。したがって，「飯田節」ともよぼれる，一
種独特の文章表現に支えられて，その主張は時に思弁的であり，時に観念的であり，それ
が学説の特徴となっている。
　第3に，教授の学問的特徴は「文献考証」的研究にある。すなわち，諸外国とくにドイ
ツ・イギリス・アメリカなどの文献を渉猟し，文献によって自己の主張を傍証していくと
いう手法がとられる。したがって，内外の多数の学説に支えられた自説の展開となってい
る。このことは，本書の巻末の文献目録をみてもうなずけるところであり，付加価値会
計・社会関連会計の著書目録としては貴重なものである。なお，論文目録については割愛
されたとのことであるが，同学の徒として，ぜひその公開が望まれる。また，文献研究も
ただ会計学関係の領域だけではなく，経済学その他，広範囲にわたっており，このことが
本書の論述の広さと発想の新しさの源泉となっているように思われる。
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［　飯田教授の著作・研究活動
　つぎに，飯田教授の著作やそれをめぐる研究活動についてふれ，この書の位置づけを
行ってみる。
　まず，教授の署作としては，単行本として，①r生産性分析論』，森山書店，1969年，②
r付加価値会計の基礎理論』，森山書店，1978年，③r現代収益性分析』，税務経理協会，
1978年，④r企業社会報告会計』，中央経済社，1983年の四著がある。
　このうち，第1の著書r生産性分析論』は学位請求の主論文となったもので，従来の
「生産性分析論」を経済学的視角から批判し，「労働生産性と資本生産性の分立・対抗」と
いう観点から，新しい社会的に通用する生産性分析論の構築をはかろうとした文献であ
り，教授のその後の研究の出発点となったものである。これに対して，次著r付加価値会
計の基礎理論』は，前著を基礎的前提としながら，付加価値会計の「積極面の認識深化と
適正な位置づけを理論的に究明」しょうとするものであり，「企業会計としての付加価値
会計と社会責任会計としての付加価値会計」の交点に，新しい会計学→付加価値会計を標
榜した，ドイツ・アメリカなどの彪大な文献に支えられた意欲的な研究書である。そし
て，それを経営分析の領域に応用し，従来の収益性志向経営分析を「社会性志向経営分
析」として補完しようとした第3の著書r現代収益性分析』をへて，第4の著書r企業社
会報告会計』が発表されている。この書において，教授は，前著で開陳した企業付加価値
会計が，「企業社会報告会計の新しい会計思考をそれ相応に具現しうるものである」とい
う考えに立って，付加価値会計を中心に，それを企業社会報告会計という観点から，企業
環境志向・経営参加志向を柱として展開している。
　そのほか，編著として，①r現代の財務分析』，（共編），有斐閣，1983年，②r会計情報
と情報開示』，（共編），白桃書房，1986年の二著があるが，いずれも教授の主編によるもの
で，前者は経営分析の領域への「付加価値会計」の適用をはかった「生産性分析・分配性
分析」（付加価値分析）への応用であり，後者は会計ディスクロージャーの領域での，社会
関連情報のディスクロージャーの必要性を説き，「付加価値会計情報」の情報的価値と制
度的意味の重要性を問題としたものであり，本書との関係の深いものである。
　なお，そのほか，教授の発表論文は多数あるが，そのなかでも，①「企業損益会計・企
業付加価値会計・企業社会会計（1）（2×3）」，会計，123巻5・6号，124巻1号は，日本会計研
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究学会・学会賞の受賞論文であり，また②「管理会計情報と社会関連会計」，会計，128巻
5号は，日本会計研究学会の統一論題「会計情報の拡大と管理会計」における報告論文で
あり，いずれも本書との学問的つながりをみるために見過せない論文である。
　また他方，著書以外の分野においても，本書の肉づけとなったいくつかの活動がある。
①例えば，本書のなかでも出てくるが，教授は関西生産性本部の付加価値分析委員会にお
いて，10数年間，経営統計「経営分析指標一わが国企業の付加価値分析」の立案・編集委
員として，また同本部が2回にわたって実施した「付加価値経営実態調査」の企画・編集
委員として，これらの統計集・実態調査報告に中心的に携ってきておられる。そして、②
そのほか，例えば，日本会計研究学会「付加価値会計特別委員会」，同「会計情報ディスク
ロージャー委員会」の中心的メンバーとして，積極的に斯学の発展に活躍しておられ，こ
れらの学会・委員会活動からの成果が本書の内容の展開に大きな影響を与えていると思わ
れる。
　以上，本書のなりたちを明らみ・にするため，その周辺領域について述べたが，これらを
ふまえて本書の内容の紹介と私見についてみていくこととしよう。
皿　飯田著r現代企業の社会報告』の内容
　本書の執筆目的は，著者の言葉にもあるように，「現代企業の社会関連認識が今日その
内外においてますます深まりゆくなかで，その〈現代性〉にふさわしい企業会計の基本的
あり方」について述べ，「その社会関連なる一視点のもとに，向後におけるあるべき企業会
計体系の構成」を試みたものである。すなわち，本書の副題にもあるように，それは「企
業会計の社会化〈序説〉」として目的づけられている。
　本書は四編構成からなっている。すなわち，①第1編「現代企業と企業損益会計」，②第
五編「現代企業と企業付加価値会計」，③第皿編「現代企業と企業社会会計」，④第N編
「現代企業と企業会計の社会化」となっている。この構成からも理解されるように，本書
は「現代企業」という新しい問題意識を共通のベースとして，企業損益会計（伝統的な企
業会計）・企業付加価値会計・企業社会会計の三つの会計システムについて，それぞれの
内容の吟味・関連づけを行ったものであり，それを「会計の社会化」という観点から統合
することにより，新しい企業会計の展開をはかろうとしたものであるということができ
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る。すなわち，飯田教授の考えによれば，これら三者は「三位一体的な共生関係」を保っ
て，現代企業会計を構築することを理念とするものであり，そのため企業付加価値会計・
企業社会会計は企業損益会計に対して，あるいは「共闘的」に，あるいは「共生的」にあ
るという関係をみていこうとするものである。
　したがって，以下，①企業損益会計，②企業付加価値会計，③企業社会会計などの順序
で，本書の内容をみていくことどする。
　（1）現代企業と企業損益会計
　第1編「現代企業と企業損益会計」は，①「企業観と利益観」（第1章），②「現代企業
観と収益性志向」（第2章），③「企業利益指標と企業損益会計」（第3章）の三章からな
る。そして，ここでの中心論題は，現代企業の把握から出発して，その収益性志向の内容
を問い，それを会計のレベルにおいて，「利益の業績尺度性」との関係で再検討している点
にある。
　すなわち，教授によれば，まず，現代企業は「経済的構成体」であると把握される。「会
社企業である前に，企業は経済的構成体である」。したがって，このことから企業損益会計
は「会社法制の土台上に一時経過的に存在するのみの経済計算ではない」として，グーテ
ンベルク流の「体制無関連的」側面が主張される。そして，このことから，このような
「生産・分配システムとしての経済的構成体」たる本来の企業の存在が強調され，「原初企
業資本の超過を実現しうる経済的合理性」が基礎にあるとされる。すなわち，企業は，も
ともと，経済組織体として体制無関連であるが，現実的には「利益動機とその発現」形態
が問題とされ，「利益」そのものが問題となってくると。したがって，ここでは，「利潤動
機の利用」と「業績尺度としての企業利益の適用」とを区別することが重要である，と説か
れる。この主張は，後の企業損益会計を基礎として企業付加価値会計を構築する伏線とな
る方法論的前提であり，そのことから「利潤動機の具体的発現が変貌」し，r企業利益の業
績尺度性も純化されていく」と考えられる。つまり，「企業→企業利益」を，「体制関連的
側面→利潤動機としての利益」と，「体制無関連的側面→余剰分としての利益」とに区別
し，前者の変貌のなかに後者の純化を説き，付加価値志向→企業付加価値会計へと展開を
はかろうとするものであり，教授の企業概念を知る重要な思考であると考えられる（第1
章）。
　上のことをうけて，教授の考えは，「企業→経済組織体→利益最大限原則」を肯定し，そ
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の反面，その利益のあげ方に対して問題を提起する。すなわち，「手段としての利益」が
「目的としての利益」に変化し，「ものの生産に関しては公害問題，その販売に関しては消
費者問題，さらに経営成果の分配に関しては賃金問題」がおこり，そのため，r企業の社会
的責任と調和する適正利益」が重要視されると説かれる。そして，このことから「付加価
値会計論の主張する付加価値志向，また企業社会会計論の高調する社会関連志向」が強調
されることとなる（第2章）。
　そして，最後に，r利益＝収益性」が「生産・分配組織体」としての企業の観点から問い
直される。すなわち，「個別企業が国民経済の一細胞として存立しうるのは，本来それが固
有に生産と分配を担当すべき単位経済組織体として機能する」からである。いわ＠る利潤
動機なるものは，rまさにそのなかで満足さるべきが本筋であろう」として，利益の稼ぎ方
が問題とされる。そしてさらに，「営業利益こそは企業収益力を最もよく表わす」ものであ
るとして，「損益計算書の上段を貫いて，企業損益思考の再考を進めるべきである」と説か
れる。まさにその通りであり，生産活動・営業活動からの収益力が企業活動の基礎であ
り，「利益を獲得する能力と，ものを生産する能力とでは，前者の上昇は，本来，後者の向
上を基底としてあるべきである」ということとなる（第3章）。
　以上が第1編での論述の要旨であるが，前にも指摘したように，ここでの特微は，①企
業概念を体制関連的側面と体制無関連的側面にわけていること，②そして，後老の側面を
「経済的組織体」として把握していること，③この観点からJ利益についても，前者の変
貌のなかに後者の尺度性としての純化を説いていること，④さらに，利潤動機の純化→付
加価値生産能力→営業利益優位性を主張していることなど，であると思われる。
　なお，この点について，若干の私見を述べると，このように企業を「体制関連的側面⇔
体制無関連的側面」にわけ，利益を「利潤動機としての利益（現実利益）⇔業績尺度とし
ての利益（尺度利益）」にわけ，前者の変容に後者の不変性をみるという立論は，それなり
に重要であるが，後者の純粋抽象性の強調は，逆に，技術的な「中立理論」に陥ちこむ危
険はないであろうか。現実には，企業・利益は矛盾の統一体として存在している。した
がって，現実の企業をそのものとして捉え，「個別的側面と社会的側面」という矛盾の統一
体という視点から「個別所有資本をもって社会的生産を行う」ものとして把握し，このこ
とから企業利潤→会計利益の解明をはかるという考え方はどうであろうか。これは，周知
のように，資本主義企業の基本的矛盾を基礎においた企業概念の理解であるが，これら二
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様の「企業概念」の把握の違いは，後の会計システムや会計利益の解釈にあたってどのよ
うに関係していくので拳ろうか。議論の欲しいところである。
　（2）現代企業と企業付加価値会計
　第H編は，本書のなかで最も中心的な部分であり，①「企業付加価値会計の実践動向」
（第4章），②「企業損益と企業付加価値」（第5章），③「企業付加価値と社会関連問題」
（第6章），④「企業付加価値の肯定と否定（1）」（第7章），⑤「企業付加価値の肯定と否定
②」（第8章），⑥「企業付加価値会計と経営管理思考」（第9章），⑦「企業付加価値会計
と社会関連管理情報」（第10章）⑧「付加価値計算書とディスクn一ジャー」（第11章）の
八章からなっている。
　すなわち，ここでは，企業付加価値会計の現状をイギリス・ドイツの事例にそくして紹
介しながら肯定的に取り上げられている。とくに，わが国でかって行われた「付加価値論
争」を通じて，企業付加価値会計の肯定面・否定面の吟味を行い，また「付加価値経営実
態調査」の紹介などを通じて，付加価値管理会計の有用性が開陳されている。
　まず，「企業付加価値会計の実践動向」がEC諸国やわが国の「実態調査」をもととし
て，その「注目すべき制度化への動向」が紹介され（第4章），さらに，これをうけて，イ
ギリスにおける付加価値会計論（イギリス会計基準委員会「会社報告書」など，数種の提
案・学説）の内容を紹介した（第5章）後，これらをふまえて，企業付加価値会計は「も
のの生産を基底とする価値創造から，創造価値の分配を経て，企業利益に収敏していくプ
Pセスを明らかにしていく用具」であるとし，「現代企業における収益性追求の実相は，付
加価値生産性および付加価値分配性の両テストを通じて照査されねばならない」という観
点に立って，前述のEC諸国のように，企業損益会計のなかに付加価値会計が並存するこ
とが現実的であると主張される。そして，著者の企業付加価値会計に対する基本的立場
（①～⑥）が説かれた後，種々の会計システムは「相違を保ちつつ連係し，社会化された
現代企業の企業会計として応分に各個の特質を発揮する」のがよいと述べられる。そして
さらに，企業付加価値は、「社会関連のある企業活動と関連する概念」であるとして，西ド
イツの事例などにそくして，その特徴が主張される。すなわち，「小社会たる会社企業と，
社会（自然環箋・多様な利害関係者）の相互関係の深まり，また相互交渉の強まりのな
か」に，企業会計の社会化が把握され，付加価値はそれに適合するものであると説かれる
（第6章）。
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　つづいて，「企業付加価値の肯定と否定」が論じられる。この領域では，付加価値に対す
る否定論や，わが国における付加価値論争によせて，付加価値の否定面の真意を探ぐり，
安易な肯定論につくことなく，「肯定論の肯定の自省」を行い，企業付加価値会計のより
いっそうの発展に資そうとされる。まず，ルッツの「付加価値批判」について，とくにそ
れが「私経済的思考からの隔離」を問題としている点があげられる。すなわち，ルッツに
よれば，現実は私経済的思考に立たざるをえず，企業付加価値会計も，結局は，「簿記機構
を通さざるをえず，伝統的な損益会計数字が担わねばならない制約に左右され，ついには
その具える言明能力にさほど多くを望むべくもない」と。この点について，教授は，これ
を積極的にうけとめて，「企業組織の長期的維持とその賦活のための私経済的思考からの
隔離であれば，この徴候をそれなりに体現する付加価値思考の基礎観念に徹する」に如く
はないと説かれる（第7章）。
　そしてさらに，わが国で周知の「付加価値論争」に言及し，付加価値と利益の二律背反
的な問題提起に対して，①企業付加価値と付加価値率の関係，②企業付加価値と賃金の関
係，③企業付加価値・企業利益と経営計画との関係などの論争点について積極的な意見を
述べ，「企業付加価値会計論の有効に通用する論理」が明証されている（第8章）。これら
の詳しい内容については割愛するが，それはつぎの一文につきるといってよい。すなわ
ち，「企業利益は創造価値的利益，生産的利益であるに如かず，また企業組織の永続と成長
のためのエネルギーの本源はそれ以外に求められない」と。ここでは，多くの文献を駆使
して論が説得的に展開されており，飯田会計学の面目躍如たるところであるといえる。
　つづいて，著者はペックマンの所説を引用して，付加価値指標が管理会計の業績尺度と
して有用であることを述べ，さらにイギリス・技術経営者協会の「付加価値の実践的適
用」におけるつぎの一句を引用して，付加価値管理会計の有用性を強調している。すなわ
ち，「すべての経営管理者が企業付加価値こそ，経営業績の鍵をなす指標である点に思い
をいたすべきである1と（第9章）。
　つづいて，企業付加価値会計と「社会関連情報」との関係が述べられるが，ここでは
「社会関連」に焦点をあてて，前述の「付加価値経営実態調査」の紹介を通じて，付加価
値会計が社会関連「管理」情報として有用である点が主張される。すなわち，会社企業の
「Profit－oriented　jとrSociety－oriented」との「持続的擦り合わせ」が重要であり，
「会計情報の拡充の方向軸に社会関連視点をはめ，またこの視点のもとに企業付加価値会
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計情報を措定」している。そして，このため「企業付加価値概念を基本にして，生産性と
分配性の関係会計情報を作出する」・「社会関連の管理会計清報」が重要視される。そし
て，前掲の「実態調査」（項目①～⑫）が紹介されるが，その内容は興味深く，また参考と
なるところが多いが，ここでは割愛せざるをえない。読者はこれらの叙述を通じて，積極
的に付加価値情報が管理会言十に利用されていることを知ることができる（第10章）。すな
わち，これらにより，「①生産性思考の貫徹，②分配性思考の重視，③付加価値性の志向」
が基本思考としてわが国企業に定着していることが実証されている。
　上のことをうけて，著者はさらに，会計ディスクロージャーの問題として，前述の「実
態調査」の紹介を行いながら（項目①～④），ベヅドフォードの「操作的会計観」を援用
し，他方，トーマスの批判論にも目を向けながら，結論的には，「年次報告書における損益
計算書と付加価値計算書のワンセットで，しばらくもちあいを続ける」のがよいと考えら
れ，両者の並存が主張される（第11章）。そして，最後に，ウルフをして，「意味深い会社
報告書は，．いっかは付加価値計算書に最高位を与え，損益計算書などは，おそらく逆に，
補完物になって包摂されてしまうことが望ましい」といわしめて，教授のこの問題につい
ての見通しが述べられている。
　以上，第H編の内容を素描したが，そこでの主張は，①企業付加価値会計の有用性が論
証されていること，②現行損益会計と企業付加価値会計の並存・補完が主張されているこ
と，③これらの点を，例えば「付加価値論争」・「付加価値実態調査」によせて例証され
ていること，④また，企業付加価値会計の有用性が種々の領域，例えば「社会関連」や
「経営管理」・「ディスクロージャー」などとの関係で論じられていること，などが特後
であると思われる。
　これらの点について，若干の私見を述べれば，著者は「企業損益会計e企業付加価値会
計」並存説をとっておられ，とくに後者は前老に代替するものではなく，それを補完する
ものであると考えられている。これは，前述の教授の「利益概念」からくるものである。
すなわち，「現実利益」の変化のなかに，「尺度利益」の純化をもとめるということは，「利
益一元論」的な考え方であり，利益の現実的形態が時代とともに変化するということであ
る。とすると，「現実利益」が「伝統的利益→付加価値→社会的利益」へと変化するなか
で，会計システムも，それぞれ，「企業損益会計→企業付加価値会計→企業社会会計」へと
展開しなけれぼならない。しかし，教授は，そのなかで，企業損益会計が現実では最も中
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心であり，その他はそれを補完するものであるという並存説をとる。「利益一元論」と「会
計システム並存説」との関係が問題となるところである。
　（3）現代企業と企業社会会計
　つづいて，企業社会会計が取り上げられる。すなわち，第皿編は，①「企業社会会計の
基本問題」（第12章），②「企業社会会計の類型」（第13章），③「企業社会会計の主要問
題」（第14章）の三章からなっている。
　ここでの主張は，企業社会会計に対してはかなり慎重な態度がとられている。とくに，
社会的ベネフィットと社会的コストを計上してその差額としての社会的利益を把握する，
いわゆる「包括的社会報告モデル」（エステス・モデルなど）については，かなり消極的で
ある。
　まず，教授は社会の立場に立つという企業社会会計の社会的要請に着目した後，この領
域は重要問題を多くかかえており，なによりも企業社会会計の会計対象である「社会関
連」の内容の画定が先決すべき難題であるとして，その根本的解明の重要性を強調する
（第12章）。すなわち，「効用と便益としての生活の質」というものは，本来「会計行程の
測定・表示とはいささかなじみにくい」と考えられる。というのは，操作的な問題からみ
て，企業の社会的責任の把握には多くの問題があるからである。そこで，企業社会会計の
定義にさかのぼって種々の用語（a～c）について吟味し，主としてハーレイの説により
ながら，「企業社会責任会計」の主要哲学をみていこうとする。すなわち，ハーレイによる
と，企業社会会計の主要哲学の下に一般目標があり，それをうけて社会関連会計の諸種の
アブn一チが組みたてられている。そこで，上のことをうけて，企業社会会計の類型とし
て，①費用・便益アプローチ（⑤アプト・アプローチ⑤リノウズ・アプローチ⑤エステ
ス・アプローチ），②業績検査アプローチ，③過程アブn一チ，④過程・業績検査アプロー
チ，⑤選好態度調査アプローチなどが紹介され，そのそれぞれについてコメントがつけら
れる（第13章）。そして，とくに第1のアプローチについては，「社会の変化が貨幣単位で
計量され，伝統的企業会計における貸借対照表や損益計算書を模し，これらの形式を援用
してその報告書を公にされることとなる」ので，「企業社会責任会計の有用性を広げてい
こうとする志向の先駆的努力ということができる」が，「共通して測定上の難題がつきま
とうのは避けがたい」と慎重である。
　そしてさらに，このような企業社会会計の主要問題として，前掲のハーレイによりなが
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ら，①社会的責任の受容，②社会目標の決定，③目的関連性の問題，④測定・報告の問題
など10項目にわたって吟味が行われている。そのうち，r測定・報告の問題」については，
かなり辛辣である。すなわち，「社会的費用も社会的便益も伝統的な貨幣単価では捕捉不
能であり，したがってまた，それらはなんら客観的でもなければ，なんの説明力をももた
ない会計情報でしかない」とし，その早急な実施を懸念している（第14章）。しかし，種々
の難点はあるものの，「企業社会会計は社会的制度としての会社企業に最もよく適合する」
（ヘンドリクソン）ものであるとして，前向きに考えるとともに，アメリカ公認会計士協
会（AICPA）の「財務諸表の目的」や「会社企業の社会的業績の測定」などを引用し
て，その重要性を強調している。しかし，総じてみれば，著老は企業社会会計については
慎重な態度をとっているといえよう。
　以上，この編では，企業社会会計の諸問題が提起され，それをめぐる問題がかなり消極
的に示されている。とくに，「包括的な」社会的損益計算書については慎重であるが，反面
また，これらの積極面の認識にも吝かではないようである。
　なお，この点について私見を述べれば，教授も指摘されているように，付加価値概念に
は会計で把握されない外部経済・不経済の問題があり，この点からみて，「社会的貢献の
指標としては限界をもっている」。そうだとすると，なんらかの形でこの欠陥を補完する
必要があり，それが企業社会会計の役割であると考えられる。教授によれぽ，「社会関連の
記述会計情報に対する役割期待が極めて大きくなる」ということであろうし，この点につ
いては評者も同感であるが，「利益←付加価値→社会的利益」の概念規定や関係づけを，成
果概念の体系から論理づけることが重要であると思われる。すなわち，前にも指摘したよ
うに，「尺度値としての利益」（→「利益一元論」）のみで，これらの関係は律しされるだろ
うか。「現実利益」が変化するということは，捕捉指標という点からみれば，現代企業の二
側面のあらわれであり，ここで個別的側面と社会的側面の統一体としての「企業概念」が
必要なのではなかろうか。その積極的な解明が望まれるところである。
　（4）現代企業と企業会計の社会化
　第IV編は，①「現代企業と会計主体」（第15章），②「現代企業会計と社会性志向」（第16
章）の二つからなっている。
　まず，ここでは「会計主体」が問題とされる。というのは，「企業会計の社会化〈序
説〉」としての著者の主題からして，会計主体論との関係が重要であるからである。そし
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て，周知の資本：主説と制度的企業体説をとりあげ，前者から後者への移行を述べる。すな
わち，「現代企業はその利益追求のために，あるいはそれの前に共同利益の追求に応ぜざ
るをえない」。ここに，「現代企業の現代性の発露をみるべきである」（第15章）と。すなわ
ち，「共同利益は社会化された利益」であり，「通用の企業付加価値に外ならない」のであ
る。また，「結果としての利益」と「過程にある利益」の生成を生産と分配両面から写像化
した付加価値会計情報が重要であり，制度的企業体説は，「企業付加価値会計の存立と通
行を正当に理論づける」ものであると主張される。そしてさらに，「社会的責任＝社会的業
績」，「経済的責任＝経済的業績」の二つの関係を問題とし，これらが「重合並存するとこ
ろにこそ，現代企業の現代性が具象する」とし，企業社会会計でいう社会的責任を狭義と
し，これと経済的責任を包括した広義の社会的責任を規定することによって．社会的業績
を会計することが重要であると述べられている。
　なお，r社会的志向」についても論じられているが，ここではまた．「企業社会会計」に
対する疑念が再提出されている。すなわち，前にもみたように，①企業社会会計の対象と
される正負の社会的業績が貨幣的尺度で一元化されて計算できるのか，②また，その差額
としての正味の社会的業績は，はたして真実，それに値するだけの評価尺度たりうるだろ
うかと。すなわち，「社会的損益計算書」に対する疑問である。そして社会的便益・社会的
コストについての概念上・計算上の問題点が提出されるが，著者の結論は，①社会的損益
計算書における正負の社会的業績の計上は，あいまいさの累積となりかねない、②また，
「社会的損益計算書」において，「社会の立場」から正負の諸貢献を包括し，その最下段で
正味のそれを単一指標化する場合には，「環境破壊」が「消費者余剰」によって帳消しされ
る「落し穴」があるので，注意することが必要であるとし，手ぎびしい注文がつけられて
いる（第16章）。しかし，著者は，ここではむしろ，「会社企業において具体的に実行した
最高の要事を適宜に書き出し，その会計数値とこれの基礎をなす適切な物量数値その他を
表示するのが基本となろう」と，的確な判定を下しており，前記モデルについても，「目下
は無理を承知でその先進性を買いたい」と述べ，理解を示している。すなわち，「いまや，
企業環境・企業概念・会計目的の変化によって措定された企業会計の新しい方向に，企業
社会会計の展開をみとおさなければなるまい」。これが，「現代会計の重要かつ緊急の課題
の一つであることは，必ずや，やがて明証されると信じて疑わない」と結んでいる。
　以上が第W編の要約であるが，前にもみたように，著者の主張は一貫して，伝統的な企
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業損益会計と新しい会計（企業付加価値会計・企業社会会計）の並存にある。そしてその
ため，企業損益会計を補完することに「会計の社会化」をもとめ，「会計主体」も「社会的
責任」もこの観点から論理づけられている。この思考は，長年にわたって飯田教授が構築
してこられた方法論であり，「個別的」利益と「社会的」利益（広く，企業付加価値もふく
めて）という相い反する性格をもつ概念を統合・共生させるところにその特徴がある。
　なお，この点について私見を述べれば，もし立場をかえて，これらが「トレード・オ
フ」関係となったとき，この理論の折衷的性格が露呈されることとなる。評者もふくめ
て，絶えず，この点を注視しながら，さらなる理論展開をはかる必要があろう。すなわ
ち，「企業概念」→「利益概念」→「会計システム体系論」のいずれをとってみても，この
　　　　　　　　　　　　　　　　モロハ　ヤイバ理論の積極・消極の両面が，いわば「諸刃の刃」のようにつきまとっているように思わ
れる。難しい問題である。
N　飯田著「現代企業の社会報告」の方向
　以上で述べたように，本書においては，企業損益会計・企業付加価値会計・企業社会会
計の三つについて論じられているが，それらは新旧の代替としてではなく，新しい企業会
計への共闘的志向となると考えられている。そして，「企業社会会計」は企業と社会の多岐
多様な諸関係を会計する新しい徴候群であり，企業付加価値会計は現代企業の生産性と分
配性に関する言明において卓越していると主張されている。そして，これらはすべて，「現
代企業会計の大枠のなかに共存し，企業付加価値会計は企業損益会計への漸進線上にある
レフェリーとなり，企業社会会計は距離をおく平行線上を進むレフェリーとなる」と位置
づけられている。すなわち，「もし，これらの統合をうまくしつらえることができるなら
ば，すくなくとも，最広義の企業社会会計のグッドデザインは素描されたといえるであろ
う」。「現代企業の社会的報告にも，このような企業会計の社会化の極限をめざさせたいも
のである」と。
　以上で述べたように，本書は飯田会計学のいままでの集大成であるといってもよく，①
企業付加価値会計の重要性・有用性があらゆる角度・領域から，内外の多数の文献に支え
られて主張されている。そしてまた，②企業社会会計のもつ積極面・消極面を諸種の観点
から洞察し，それに対して的確な把握を行っている。そしてさらに，③これら三つの会計
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の関係を漸進的にとらえ，着実な新しい会計の方向を措定している，ということができ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊
　最後に，いままで述べてきたことを整理して，本書の特微を示すと，①問題意識が斬新
で先進的であること，②社会的・長期的な観点に立って，新しい会計像をビジョンしてい
ること，③多数の文献にもとづいて，これらの問題を傍証していること，④企業損益会
計・企業付加価値会計・企業社会会計みそれぞれの問題点やそれらの関係を摘出している
こと，⑤とくに，企業付加価値会計に関しては，「実態調査」や「付加価値論争」を通じ
て，その理論づけを行っていること，⑥企業社会会計に関しては，例えば「包括的社会報
告モデル」について，その特微を的確にとらえていること，⑦また，これら三つの結びつ
け・関係が共闘的共存にあり，漸進的なアプローチがとられていること，などがあげられ
よう。
　しかし，前にも指摘したように，本書の今後の方向あるいは評者の希望としては，①ま
ず，本書が序説であるということからくる性格にもよろうが，企業付加価値会計や企業社
会会計についての具体化が期待される。例えば，付加価値計算書の具体的形式・貸借対照
表（有高計算）との関係・企業社会会計の内容などが問題となるものと思われる。②さら
に，企業損益会計・企業付加価値会計・企業社会会計の三者の体系化が期待される。すな
わち，企業概念・利益概念を基礎とした，新しい会計システムの構築が問題となるものと
思われる。③そしてさらには，本書で主張された「企業会計の社会化」の具体的適用が期
待される。例えば，④経営分析への適用（比率体系の構築など），⑤管理会計への適用（経
営計画の樹立など），⑤ディスクロージャーへの適用（社会関連情報ディスクロージャー
の内容など）が問題となろう。
　以上，本書の内容の紹介と若千の私見を述べたが，はじめにも述べたように，本書は飯
田教授の長年にわたる会計学研究の一つの道標を示すものであり，また最近におけるわが
国会計学の金字塔の一つであるといってもよい。すなわち，随所に鋭利な問題提起が行わ
れており，示唆をうけるところ多く，文字通り，「企業会計の社会化く序説〉」にふさわし
い，時代を画する文献の一つであろうと考えられる。
　畏友・飯田教授のこの労作に心から敬意を表わすとともに，本書の今後のさらなる展開
を期待してやまない。
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